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公布された規則のあらまし

◇鳥取県行政組織条例の一部を改正する条例の施行に伴う関係規則の整理に関する規則の新設について

１ 規則の新設理由

鳥取県行政組織条例の一部を改正する条例の施行に伴い、関係する規則について所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 次の規則について、規則中引用している鳥取県行政組織条例の根拠条項を改める等所要の規定の整備を

行う。

ア 日本の国籍を有しない者を任用することができない職の範囲を定める規則

イ 鳥取県地方独立行政法人の業務運営並びに財務及び会計に関する規則

ウ 鳥取県県有地等における自動車の放置に対する措置に関する条例施行規則

エ 鳥取県精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行細則

オ 鳥取県障害者自立支援法施行細則

カ 鳥取県児童福祉法に基づく指定知的障害児施設等の指定等に関する規則

キ 鳥取県社会福祉施設入所措置費等徴収規則

ク 鳥取県児童福祉法施行細則

ケ 鳥取県看護職員修学資金等貸付規則

コ 鳥取県医師養成確保奨学金貸付規則

サ 鳥取県臨時特例医師確保対策奨学金貸付規則

シ 鳥取県産業廃棄物処理施設設置促進条例施行規則

ス 鳥取県温泉法施行細則

セ 鳥取県立高等技術専門校規則

ソ 鳥取県農業近代化資金利子補給規則

タ 主要農作物種子法施行細則

チ 鳥取県建設工事等の入札制度に関する規則

ツ 鳥取県採石条例施行規則

テ 水産業協同組合検査規則

ト 農業協同組合検査規則

ナ 森林組合検査規則

ニ 鳥取県物品事務取扱規則

(２) 施行期日は、平成22年４月１日とする。

平成22年３月31日 水曜日 鳥 取 県 公 報 号外第37号
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規 則

鳥取県行政組織条例の一部を改正する条例の施行に伴う関係規則の整理に関する規則をここに公布する。

平成22年３月31日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第21号

鳥取県行政組織条例の一部を改正する条例の施行に伴う関係規則の整理に関する規則

（日本の国籍を有しない者を任用することができない職の範囲を定める規則の一部改正）

第１条 日本の国籍を有しない者を任用することができない職の範囲を定める規則（平成12年鳥取県規則第７

号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）を当該改正部分に

対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（公の意思の形成への参画に携わる職） （公の意思の形成への参画に携わる職）

第３条 公の意思の形成への参画に携わる職は、次に 第３条 公の意思の形成への参画に携わる職は、次に

掲げる職とする。 掲げる職とする。

(１) 鳥取県行政組織条例（平成６年鳥取県条例第 (１) 鳥取県行政組織条例（平成６年鳥取県条例第

５号）第14条第２項に規定する部局長等及び同条 ５号）第13条第２項に規定する部局長等及び同条

例第15条第２項に規定する会計管理者並びに鳥取 例第14条第２項に規定する会計管理者並びに鳥取

県行政組織規則（昭和39年鳥取県規則第13号。以 県行政組織規則（昭和39年鳥取県規則第13号。以

下「組織規則」という。）第16条の規定により置 下「組織規則」という。）第16条の規定により置

かれる部内局及び課の長、次長、理事監並びに参 かれる局及び課の長、次長、理事監並びに参事監

事監

(２)～(５) 略 (２)～(５) 略

（鳥取県地方独立行政法人の業務運営並びに財務及び会計に関する規則の一部改正）

第２条 鳥取県地方独立行政法人の業務運営並びに財務及び会計に関する規則（平成18年鳥取県規則第89号）の

一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（雑則） （雑則）

第17条 この規則に定めるもののほか、この規則の施 第17条 この規則に定めるもののほか、この規則の施

行に関し必要な事項は、総務部長（鳥取県事務処理 行に関し必要な事項は、総務部長（鳥取県事務処理

権限規則第６条第１項の規定により知事の権限に属 権限規則第６条第１項の規定により知事の権限に属

する事務の委任を受けた鳥取県行政組織条例第14条 する事務の委任を受けた鳥取県行政組織条例第13条

第２項に規定する総務部長をいう。）が別に定め 第２項に規定する総務部長をいう。）が別に定め
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る。 る。

（鳥取県県有地等における自動車の放置に対する措置に関する条例施行規則の一部改正）

第３条 鳥取県県有地等における自動車の放置に対する措置に関する条例施行規則（平成16年鳥取県規則第59

号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

様式第２号（第５条関係） 様式第２号（第５条関係）

（表） （表）

略 略

（裏） （裏）

鳥取県県有地等における自動車の放置に 鳥取県県有地等における自動車の放置に

対する措置に関する条例（抜すい） 対する措置に関する条例（抜すい）

（調査等） （調査等）

第４条 知事（地方自治法（昭和22年法律第67 第４条 知事（地方自治法（昭和22年法律第67

号）第153条第１項の規定により知事の権限に 号）第153条第１項の規定により知事の権限に

属する事務が委任されている場合にあって 属する事務が委任されている場合にあって

は、当該委任を受けた鳥取県行政組織条例 は、当該委任を受けた鳥取県行政組織条例

（平成６年鳥取県条例第５号）第14条第２項 （平成６年鳥取県条例第５号）第13条第２項

に規定する部局長等、同条例第２条の規定に に規定する部局長等、同条例第２条の規定に

より設置される部局等を構成する内部組織の より設置される部局等を構成する内部組織の

長その他知事の権限に属する事務を処理する 長その他知事の権限に属する事務を処理する

ための組織を構成する機関の長。以下同 ための組織を構成する機関の長。以下同

じ。）は、放置自動車があるときは、当該放 じ。）は、放置自動車があるときは、当該放

置自動車の状況、所有者等その他の事項を調 置自動車の状況、所有者等その他の事項を調

査するとともに、当該放置自動車の撤去を促 査するとともに、当該放置自動車の撤去を促

すために当該放置自動車に警告書をはり付け すために当該放置自動車に警告書をはり付け

ることができる。 ることができる。

２～５ 略 ２～５ 略

（鳥取県精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行細則の一部改正）

第４条 鳥取県精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行細則（昭和49年鳥取県規則第31号）の一部を次の

ように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）を当該改正部分に

対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前
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（退院等命令書の交付） （退院等命令書の交付）

第14条 知事（権限規則第６条第１項の規定により知 第14条 知事（権限規則第６条第１項の規定により知

事の権限に属する事務が委任されている場合にあっ 事の権限に属する事務が委任されている場合にあっ

ては、当該委任を受けた鳥取県行政組織条例（平成 ては、当該委任を受けた鳥取県行政組織条例（平成

６年鳥取県条例第５号）第14条第２項に規定する福 ６年鳥取県条例第５号）第13条第２項に規定する福

祉保健部長）は、法第38条の３第４項、第38条の５ 祉保健部長）は、法第38条の３第４項、第38条の５

第５項又は第38条の７第１項若しくは第２項の規定 第５項又は第38条の７第１項若しくは第２項の規定

により、入院中の者を退院させることを命じようと により、入院中の者を退院させることを命じようと

するとき、又は処遇の改善のために必要な措置を採 するとき、又は処遇の改善のために必要な措置を採

ることを命じようとするときは、様式第18号による ることを命じようとするときは、様式第18号による

命令書を精神科病院の管理者に交付するものとす 命令書を精神科病院の管理者に交付するものとす

る。 る。

様式第５号（第５条関係） 様式第５号（第５条関係）

入院措置決定通知書 入院措置決定通知書

番 号 番 号

様 様

あなたは、精神保健指定医の診察の結果、入院措 あなたは、精神保健指定医の診察の結果、入院措

置が必要であると認められるので、精神保健及び精 置が必要であると認められるので、精神保健及び精

神障害者福祉に関する法律第 条第 項の規定 神障害者福祉に関する法律第 条第 項の規定

により、下記のとおり通知します。 により、下記のとおり通知します。

年 月 日 年 月 日

職 氏 名 印 職 氏 名 印

記 記

１～５ 略 １～５ 略

６ 不明な点又は納得のいかない点がありました ６ 不明な点又は納得のいかない点がありました

ら、遠慮なく病院の職員に申し出てください。そ ら、遠慮なく病院の職員に申し出てください。そ

れでもなお、入院又は処遇に納得がいかない場合 れでもなお、入院又は処遇に納得がいかない場合

には、あなた又はあなたの保護者は、退院又は病 には、あなた又はあなたの保護者は、退院又は病

院の処遇の改善を指示するよう、知事に請求する 院の処遇の改善を指示するよう、知事に請求する

ことができます。この点について、詳しくお知り ことができます。この点について、詳しくお知り

になりたいときは、病院の職員にお尋ねになるか になりたいときは、病院の職員にお尋ねになるか

又は最寄りの保健所若しくは鳥取県福祉保健部障 又は最寄りの保健所若しくは鳥取県福祉保健部障

がい福祉課にお問い合わせください。 害福祉課にお問い合わせください。

７ 略 ７ 略

（鳥取県障害者自立支援法施行細則の一部改正）
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第５条 鳥取県障害者自立支援法施行細則（平成18年鳥取県規則第22号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

様式第１号（第２条関係） 様式第１号（第２条関係）

略 略

指定障害福祉サービス事業所 指定障害福祉サービス事業所

指定障害者支援施設 指定（更新）申請書 指定障害者支援施設 指定（更新）申請書

指定相談支援事業所 指定相談支援事業所

年 月 日 年 月 日

職 氏 名 様 職 氏 名 様

申 請 者 所在地 申 請 者 所在地

（事業者・設置者） 名称 （事業者・設置者） 名称

代表者 ㊞ 代表者 ㊞

指定障害福祉サービス事業所（指定障害者支援施設 指定障害福祉サービス事業所（指定障害者支援施設

・指定相談支援事業所）の指定（指定の更新）を受け ・指定相談支援事業所）の指定（指定の更新）を受け

たいので、次のとおり関係書類を添えて申請します。 たいので、次のとおり関係書類を添えて申請します。

略 略

略 略

注 略 注 略

添付書類 添付書類

１ 略 １ 略

２ 指定を受けようとする事業等の種類に応じて ２ 指定を受けようとする事業等の種類に応じて

福祉保健部長（鳥取県事務処理権限規則（平成 福祉保健部長（鳥取県事務処理権限規則（平成

８年鳥取県規則第32号）第６条第１項の規定に ８年鳥取県規則第32号）第６条第１項の規定に

より知事の権限に属する事務の委任を受けた鳥 より知事の権限に属する事務の委任を受けた鳥

取県行政組織条例（平成６年鳥取県条例第５ 取県行政組織条例（平成６年鳥取県条例第５

号）第14条第２項に規定する福祉保健部長をい 号）第13条第２項に規定する福祉保健部長をい

う。以下同じ。）が別に定める書類 う。以下同じ。）が別に定める書類

（鳥取県児童福祉法に基づく指定知的障害児施設等の指定等に関する規則の一部改正）

第６条 鳥取県児童福祉法に基づく指定知的障害児施設等の指定等に関する規則（平成18年鳥取県規則第78号）

の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

様式第１号（第２条関係） 様式第１号（第２条関係）

略 略

知的障害児施設等 指定（更新）申請書 知的障害児施設等 指定（更新）申請書
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年 月 日 年 月 日

職 氏 名 様 職 氏 名 様

申請者 所在地 申請者 所在地

（設置者）名 称 （設置者）名 称

代表者 ㊞ 代表者 ㊞

児童福祉法に規定する知的障害児施設等の指定 児童福祉法に規定する知的障害児施設等の指定

（指定の更新）受けたいので、次のとおり関係書類 （指定の更新）受けたいので、次のとおり関係書類

を添えて申請します。 を添えて申請します。

略 略

注 略 注 略

添付書類 添付書類

１ 略 １ 略

２ 指定を受けようとする知的障害児施設等の種 ２ 指定を受けようとする知的障害児施設等の種

類に応じて福祉保健部長（鳥取県事務処理権限 類に応じて福祉保健部長（鳥取県事務処理権限

規則（平成８年鳥取県規則第32号）第６条第１ 規則（平成８年鳥取県規則第32号）第６条第１

項の規定により知事の権限に属する事務の委任 項の規定により知事の権限に属する事務の委任

を受けた鳥取県行政組織条例（平成６年鳥取県 を受けた鳥取県行政組織条例（平成６年鳥取県

条例第５号）第14条第２項に規定する福祉保健 条例第５号）第13条第２項に規定する福祉保健

部長をいう。）が別に定める書類 部長をいう。）が別に定める書類

（別紙） 略 （別紙） 略

（鳥取県社会福祉施設入所措置費等徴収規則の一部改正）

第７条 鳥取県社会福祉施設入所措置費等徴収規則（昭和62年鳥取県規則第25号）の一部を次のように改正す

る。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（定義） （定義）

第２条 略 第２条 略

２～７ 略 ２～７ 略

８ この規則において「総合事務所長」とは、鳥取県 ８ この規則において「総合事務所長」とは、鳥取県

事務処理権限規則（平成８年鳥取県規則第32号。以 事務処理権限規則（平成８年鳥取県規則第32号。以

下「権限規則」という。）第６条第１項の規定によ 下「権限規則」という。）第６条第１項の規定によ

り知事の権限に属する事務の委任を受けた鳥取県総 り知事の権限に属する事務の委任を受けた鳥取県総

合事務所設置条例（平成15年鳥取県条例第40号）第 合事務所設置条例（平成15年鳥取県条例第40号）第

３条に規定する総合事務所長をいい、「福祉相談セ ３条に規定する総合事務所長をいい、「福祉相談セ

ンター所長」とは、権限規則第６条第１項の規定に ンター所長」とは、権限規則第６条第１項の規定に

より知事の権限に属する事務の委任を受けた鳥取県 より知事の権限に属する事務の委任を受けた鳥取県

行政組織規則（昭和39年鳥取県規則第13号）第73条 行政組織規則（昭和39年鳥取県規則第13号）第73条

の規定により設置された福祉相談センターの長をい の規定により設置された福祉相談センターの長をい

い、「児童相談所長」とは、権限規則第６条第１項 い、「児童相談所長」とは、権限規則第６条第１項
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の規定により知事の権限に属する事務の委任を受け の規定により知事の権限に属する事務の委任を受け

た鳥取県児童相談所設置条例（平成12年鳥取県条例 た鳥取県児童相談所設置条例（平成12年鳥取県条例

第13号）第１条の規定により設置された児童相談所 第13号）第１条の規定により設置された児童相談所

の長をいい、「福祉保健部長」とは、権限規則第６ の長をいい、「福祉保健部長」とは、権限規則第６

条第１項の規定により知事の権限に属する事務の委 条第１項の規定により知事の権限に属する事務の委

任を受けた鳥取県行政組織条例（平成６年鳥取県条 任を受けた鳥取県行政組織条例（平成６年鳥取県条

例第５号）第14条第２項に規定する福祉保健部長を 例第５号）第13条第２項に規定する福祉保健部長を

いう。 いう。

９ 略 ９ 略

（鳥取県児童福祉法施行細則の一部改正）

第８条 鳥取県児童福祉法施行細則（平成３年鳥取県規則第20号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

第31条 この規則に定めるもののほか、この規則の施 第31条 この規則に定めるもののほか、この規則の施

行に関し必要な事項は、福祉保健部長（権限規則第 行に関し必要な事項は、福祉保健部長（権限規則第

６条第１項の規定により知事の権限に属する事務の ６条第１項の規定により知事の権限に属する事務の

委任を受けた鳥取県行政組織条例（平成６年鳥取県 委任を受けた鳥取県行政組織条例（平成６年鳥取県

条例第５号）第14条第２項に規定する福祉保健部長 条例第５号）第13条第２項に規定する福祉保健部長

をいう。）が別に定める。 をいう。）が別に定める。

（鳥取県看護職員修学資金等貸付規則の一部改正）

第９条 鳥取県看護職員修学資金等貸付規則（昭和37年鳥取県規則第69号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（修学資金の額等） （修学資金の額等）

第４条 略 第４条 略

２ 略 ２ 略

３ 修学資金は、毎月１月分ずつ貸し付ける。ただ ３ 修学資金は、毎月１月分ずつ貸し付ける。ただ

し、知事（鳥取県事務処理権限規則（平成８年鳥取 し、知事（鳥取県事務処理権限規則（平成８年鳥取

県規則第32号）第６条第１項の規定により知事の権 県規則第32号）第６条第１項の規定により知事の権

限に属する事務が委任されている場合にあっては、 限に属する事務が委任されている場合にあっては、

当該委任を受けた鳥取県行政組織条例（平成６年鳥 当該委任を受けた鳥取県行政組織条例（平成６年鳥

取県条例第５号）第14条第２項に規定する福祉保健 取県条例第５号）第13条第２項に規定する福祉保健

部長又は鳥取県行政組織規則（昭和39年鳥取県規則 部長又は鳥取県行政組織規則（昭和39年鳥取県規則

第13号）第６条の規定により設置された医療政策課 第13号）第６条の規定により設置された医療政策課

の長。以下同じ。）が必要と認めたときは２月分以 の長。以下同じ。）が必要と認めたときは２月分以

上をまとめて貸し付けることができる。 上をまとめて貸し付けることができる。

４ 略 ４ 略
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（鳥取県医師養成確保奨学金貸付規則の一部改正）

第10条 鳥取県医師養成確保奨学金貸付規則（平成17年鳥取県規則第119号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（目的） （目的）

第１条 この規則は、大学（学校教育法（昭和22年法 第１条 この規則は、大学（学校教育法（昭和22年法

律第26号）第１条に規定する大学をいい、学校法人 律第26号）第１条に規定する大学をいい、学校法人

自治医科大学を除く。以下同じ。）において医学を 自治医科大学を除く。以下同じ。）において医学を

専攻する者で、将来県内の病院等（県内の病院（知 専攻する者で、将来県内の病院等（県内の病院（知

事（鳥取県事務処理権限規則（平成８年鳥取県規則 事（鳥取県事務処理権限規則（平成８年鳥取県規則

第32号）第６条第１項の規定により知事の権限に属 第32号）第６条第１項の規定により知事の権限に属

する事務が委任されている場合にあっては、当該委 する事務が委任されている場合にあっては、当該委

任を受けた鳥取県行政組織条例（平成６年鳥取県条 任を受けた鳥取県行政組織条例（平成６年鳥取県条

例第５号）第14条第２項に規定する福祉保健部長又 例第５号）第13条第２項に規定する福祉保健部長又

は鳥取県行政組織規則（昭和39年鳥取県規則第13 は鳥取県行政組織規則（昭和39年鳥取県規則第13

号）第６条の規定により設置された医療政策課の 号）第６条の規定により設置された医療政策課の

長。以下同じ。）が指定するものに限る。）又は県 長。以下同じ。）が指定するものに限る。）又は県

内の普通地方公共団体が設立する診療所をいう。以 内の普通地方公共団体が設立する診療所をいう。以

下同じ。）において医師の業務に従事しようとする 下同じ。）において医師の業務に従事しようとする

ものに対し、修学上必要な資金（以下「奨学金」と ものに対し、修学上必要な資金（以下「奨学金」と

いう。）を貸し付けることにより、県内における医 いう。）を貸し付けることにより、県内における医

師の確保を図ることを目的とする。 師の確保を図ることを目的とする。

（鳥取県臨時特例医師確保対策奨学金貸付規則の一部改正）

第11条 鳥取県臨時特例医師確保対策奨学金貸付規則（平成21年鳥取県規則第91号）の一部を次のように改正す

る。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（目的） （目的）

第１条 この規則は、国立大学法人鳥取大学（以下 第１条 この規則は、国立大学法人鳥取大学（以下

「鳥取大学」という。）、国立大学法人岡山大学 「鳥取大学」という。）、国立大学法人岡山大学

（以下「岡山大学」という。）又は国立大学法人山 （以下「岡山大学」という。）又は国立大学法人山

口大学（以下「山口大学」という。）において医学 口大学（以下「山口大学」という。）において医学

を専攻する者（地域の医師確保に早急に対応するた を専攻する者（地域の医師確保に早急に対応するた

めに臨時特例的に認められる入学枠（以下「臨時養 めに臨時特例的に認められる入学枠（以下「臨時養

成枠」という。）により入学した者に限る。）で、 成枠」という。）により入学した者に限る。）で、

県内の病院等（県内の病院（知事（鳥取県事務処理 県内の病院等（県内の病院（知事（鳥取県事務処理

権限規則（平成８年鳥取県規則第32号）第６条第１ 権限規則（平成８年鳥取県規則第32号）第６条第１
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項の規定により知事の権限に属する事務が委任され 項の規定により知事の権限に属する事務が委任され

ている場合にあっては、当該委任を受けた鳥取県行 ている場合にあっては、当該委任を受けた鳥取県行

政組織条例（平成６年鳥取県条例第５号）第14条第 政組織条例（平成６年鳥取県条例第５号）第13条第

２項に規定する福祉保健部長又は鳥取県行政組織規 ２項に規定する福祉保健部長又は鳥取県行政組織規

則（昭和39年鳥取県規則第13号）第６条の規定によ 則（昭和39年鳥取県規則第13号）第６条の規定によ

り設置された医療政策課の長。以下同じ。）が指定 り設置された医療政策課の長。以下同じ。）が指定

するものに限る。）又は県内の普通地方公共団体が するものに限る。）又は県内の普通地方公共団体が

設立する診療所をいう。以下同じ。）において医師 設立する診療所をいう。以下同じ。）において医師

の業務に従事しようとするものに対し、修学上必要 の業務に従事しようとするものに対し、修学上必要

な資金（以下「奨学金」という。）を貸し付けるこ な資金（以下「奨学金」という。）を貸し付けるこ

とにより、県内における医師の確保を図ることを目 とにより、県内における医師の確保を図ることを目

的とする。 的とする。

（鳥取県産業廃棄物処理施設設置促進条例施行規則の一部改正）

第12条 鳥取県産業廃棄物処理施設設置促進条例施行規則（平成20年鳥取県規則第78号）の一部を次のように改

正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（指定施設の指定） （指定施設の指定）

第３条 略 第３条 略

２ 前項の申出書には、次に掲げる書類及び図面を添 ２ 前項の申出書には、次に掲げる書類及び図面を添

付するものとする。 付するものとする。

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略

(５) 前各号に掲げるもののほか、知事（鳥取県事 (５) 前各号に掲げるもののほか、知事（鳥取県事

務処理権限規則（平成８年鳥取県規則第32号）第 務処理権限規則（平成８年鳥取県規則第32号）第

６条第１項の規定により知事の権限が委任されて ６条第１項の規定により知事の権限が委任されて

いる場合にあっては、当該委任を受けた鳥取県行 いる場合にあっては、当該委任を受けた鳥取県行

政組織条例（平成６年鳥取県条例第５号）第14条 政組織条例（平成６年鳥取県条例第５号）第13条

第２項に規定する生活環境部長。以下同じ。）が 第２項に規定する生活環境部長。以下同じ。）が

必要と認める書類及び図面 必要と認める書類及び図面

（鳥取県温泉法施行細則の一部改正）

第13条 鳥取県温泉法施行細則（昭和62年鳥取県規則第24号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（温泉掘削者等の住所等の変更の届出） （温泉掘削者等の住所等の変更の届出）

第６条 法第３条第１項又は法第11条第１項の許可を 第６条 法第３条第１項又は法第11条第１項の許可を

受けた者（以下「温泉掘削者等」という。）は、法 受けた者（以下「温泉掘削者等」という。）は、法

第８条第１項（法第11条第２項又は第３項において 第８条第１項（法第11条第２項又は第３項において
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準用する場合を含む。）の規定による届出をするま 準用する場合を含む。）の規定による届出をするま

での間に、第２条の申請書の記載事項のうち住所又 での間に、第２条の申請書の記載事項のうち住所又

は氏名（法人にあっては、主たる事務所の所在地、 は氏名（法人にあっては、主たる事務所の所在地、

名称又は代表者の氏名）に変更を生じたときは、速 名称又は代表者の氏名）に変更を生じたときは、速

やかに様式第７号による届出書を知事（鳥取県事務 やかに様式第７号による届出書を知事（鳥取県事務

処理権限規則（平成８年鳥取県規則第32号）第６条 処理権限規則（平成８年鳥取県規則第32号）第６条

第１項の規定により知事の権限に属する事務が委任 第１項の規定により知事の権限に属する事務が委任

されている場合にあっては、当該委任を受けた鳥取 されている場合にあっては、当該委任を受けた鳥取

県行政組織条例（平成６年鳥取県条例第５号）第14 県行政組織条例（平成６年鳥取県条例第５号）第13

条第２項に規定する生活環境部長、鳥取県行政組織 条第２項に規定する生活環境部長、鳥取県行政組織

規則（昭和39年鳥取県規則第13号）第６条の規定に 規則（昭和39年鳥取県規則第13号）第６条の規定に

より設置されたくらしの安心推進課の長又は鳥取県 より設置されたくらしの安心推進課の長又は鳥取県

総合事務所設置条例（平成15年鳥取県条例第40号） 総合事務所設置条例（平成15年鳥取県条例第40号）

第３条に規定する総合事務所長。以下同じ。）に提 第３条に規定する総合事務所長。以下同じ。）に提

出しなければならない。 出しなければならない。

（鳥取県立高等技術専門校規則の一部改正）

第14条 鳥取県立高等技術専門校規則（昭和45年鳥取県規則第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（職業訓練の種類等） （職業訓練の種類等）

第２条 略 第２条 略

２ 商工労働部長（鳥取県事務処理権限規則（平成８ ２ 商工労働部長（鳥取県事務処理権限規則（平成８

年鳥取県規則第32号）第６条第１項の規定により知 年鳥取県規則第32号）第６条第１項の規定により知

事の権限に属する事務の委任を受けた鳥取県行政組 事の権限に属する事務の委任を受けた鳥取県行政組

織条例（平成６年鳥取県条例第５号）第14条第２項 織条例（平成６年鳥取県条例第５号）第13条第２項

に規定する商工労働部長をいう。以下同じ。）は、 に規定する商工労働部長をいう。以下同じ。）は、

特に必要があると認めるときは、前項に定めるもの 特に必要があると認めるときは、前項に定めるもの

のほか、短期課程の普通職業訓練の訓練科並びにそ のほか、短期課程の普通職業訓練の訓練科並びにそ

の訓練生定員及び訓練期間を定めることができる。 の訓練生定員及び訓練期間を定めることができる。

（鳥取県農業近代化資金利子補給規則の一部改正）

第15条 鳥取県農業近代化資金利子補給規則（昭和37年鳥取県規則第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利 （利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利

子補給率） 子補給率）

第３条 前条の利子補給の対象となる農業近代化資金 第３条 前条の利子補給の対象となる農業近代化資金

の種類は別表のとおりとし、利子補給率は農林水産 の種類は別表のとおりとし、利子補給率は農林水産
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大臣が定める率を勘案して知事（鳥取県事務処理権 大臣が定める率を勘案して知事（鳥取県事務処理権

限規則（平成８年鳥取県規則第32号）第６条第１項 限規則（平成８年鳥取県規則第32号）第６条第１項

の規定により知事の権限に属する事務が委任されて の規定により知事の権限に属する事務が委任されて

いる場合にあっては、当該委任を受けた鳥取県行政 いる場合にあっては、当該委任を受けた鳥取県行政

組織条例（平成６年鳥取県条例第５号）第14条第２ 組織条例（平成６年鳥取県条例第５号）第13条第２

項に規定する農林水産部長。以下同じ。）が別に定 項に規定する農林水産部長。以下同じ。）が別に定

めるものとする。 めるものとする。

（主要農作物種子法施行細則の一部改正）

第16条 主要農作物種子法施行細則（昭和27年鳥取県規則第87号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（指定種子生産ほ場等の指定） （指定種子生産ほ場等の指定）

第２条 知事（鳥取県事務処理権限規則（平成８年鳥 第２条 知事（鳥取県事務処理権限規則（平成８年鳥

取県規則第32号）第６条第１項の規定により知事の 取県規則第32号）第６条第１項の規定により知事の

権限に属する事務が委任されている場合にあって 権限に属する事務が委任されている場合にあって

は、当該委任を受けた鳥取県行政組織条例（平成６ は、当該委任を受けた鳥取県行政組織条例（平成６

年鳥取県条例第５号）第14条第２項に規定する農林 年鳥取県条例第５号）第13条第２項に規定する農林

水産部長又は鳥取県行政組織規則（昭和39年鳥取県 水産部長又は鳥取県行政組織規則（昭和39年鳥取県

規則第13号）第６条の規定により設置された生産振 規則第13号）第６条の規定により設置された生産振

興課の長。以下同じ。）は、法第３条第１項又は第 興課の長。以下同じ。）は、法第３条第１項又は第

７条第２項の規定により、指定種子生産ほ場又は指 ７条第２項の規定により、指定種子生産ほ場又は指

定原種ほ若しくは指定原原種ほを指定した場合に 定原種ほ若しくは指定原原種ほを指定した場合に

は、当該申請者に対し様式第１号による指定書を交 は、当該申請者に対し様式第１号による指定書を交

付する。 付する。

２ 略 ２ 略

（鳥取県建設工事等の入札制度に関する規則の一部改正）

第17条 鳥取県建設工事等の入札制度に関する規則（平成19年鳥取県規則第76号）の一部を次のように改正す

る。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）を当該改正部分に

対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（設定） （設定）

第４条 知事（鳥取県事務処理権限規則（平成８年鳥 第４条 知事（鳥取県事務処理権限規則（平成８年鳥

取県規則第32号）第６条第１項又は第６項の規定に 取県規則第32号）第６条第１項又は第６項の規定に

より知事の権限に属する事務が委任されている場合 より知事の権限に属する事務が委任されている場合

にあっては、当該委任を受けた鳥取県行政組織条例 にあっては、当該委任を受けた鳥取県行政組織条例

（平成６年鳥取県条例第５号）第14条第２項に規定 （平成６年鳥取県条例第５号）第13条第２項に規定
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する部局長等若しくは同条例第２条の規定により設 する部局長等若しくは同条例第２条の規定により設

置される部局等を構成する内部組織の長、鳥取県総 置される部局等を構成する内部組織の長、鳥取県総

合事務所設置条例（平成15年鳥取県条例第40号）第 合事務所設置条例（平成15年鳥取県条例第40号）第

３条に規定する総合事務所長、鳥取県港湾事務所の ３条に規定する総合事務所長、鳥取県港湾事務所の

設置等に関する条例（平成７年鳥取県条例第６号） 設置等に関する条例（平成７年鳥取県条例第６号）

第１条の規定により設置された港湾事務所の長又は 第１条の規定により設置された港湾事務所の長又は

鳥取県行政組織規則（昭和39年鳥取県規則第13号） 鳥取県行政組織規則（昭和39年鳥取県規則第13号）

第139条の規定により設置された空港管理事務所の 第139条の規定により設置された空港管理事務所の

長。以下同じ。）は、地方自治法施行令（昭和22年 長。以下同じ。）は、地方自治法施行令（昭和22年

政令第16号。以下「施行令」という。）第167条の 政令第16号。以下「施行令」という。）第167条の

５第１項及び第167条の11第２項の規定に基づき定 ５第１項及び第167条の11第２項の規定に基づき定

める建設工事の請負契約及び測量等業務の委託契約 める建設工事の請負契約及び測量等業務の委託契約

（第15条第２項、第34条及び第36条において「建設 （第15条第２項、第34条及び第36条において「建設

工事等の契約」という。）の入札者に必要な資格 工事等の契約」という。）の入札者に必要な資格

（以下「入札参加資格」という。）を、建設工事の （以下「入札参加資格」という。）を、建設工事の

種別（別表第１の建設業の許可区分の欄に掲げる工 種別（別表第１の建設業の許可区分の欄に掲げる工

事の区分に応じ、それぞれ発注工種の欄に定める工 事の区分に応じ、それぞれ発注工種の欄に定める工

種をいう。以下「発注工種」という。）又は測量等 種をいう。以下「発注工種」という。）又は測量等

業務の種別（別表第２に定める業務をいう。）ごと 業務の種別（別表第２に定める業務をいう。）ごと

に定めるものとする。 に定めるものとする。

附 則 附 則

（施行期日） （施行期日）

１ 略 １ 略

（経過措置等） （経過措置等）

２及び３ 略 ２及び３ 略

４ 教育委員会の機関（本庁組織を除く。以下この項 ４ 教育委員会事務局（本庁組織を除く。以下この項

において同じ。)、病院局及び警察本部が発注する において同じ。)、病院局及び警察本部が発注する

建設工事等の入札については、第18条第１項第２号 建設工事等の入札については、第18条第１項第２号

(教育委員会の機関に限る。）、第25条、第26条第 (教育委員会事務局に限る。）、第25条、第26条第

２項及び第27条ただし書の規定は、当分の間、適用 ２項及び第27条ただし書の規定は、当分の間、適用

しない。 しない。

５ 略 ５ 略

（鳥取県採石条例施行規則の一部改正）

第18条 鳥取県採石条例施行規則（平成16年鳥取県規則第19号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（跡地防災保証） （跡地防災保証）

第５条 条例第６条第１項第４号の規則で定める保証 第５条 条例第６条第１項第４号の規則で定める保証

（以下「跡地防災保証」という。）は、次に掲げる （以下「跡地防災保証」という。）は、次に掲げる

機関（債務超過になっていること、破産手続開始の 機関（債務超過になっていること、破産手続開始の
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決定を受けたこと等により、当該保証を行う機関と 決定を受けたこと等により、当該保証を行う機関と

して適当でないと知事（鳥取県事務処理権限規則 して適当でないと知事（鳥取県事務処理権限規則

（平成８年鳥取県規則第32号）第６条第１項の規定 （平成８年鳥取県規則第32号）第６条第１項の規定

により知事の権限に属する事務が委任されている場 により知事の権限に属する事務が委任されている場

合にあっては、当該委任を受けた鳥取県行政組織条 合にあっては、当該委任を受けた鳥取県行政組織条

例（平成６年鳥取県条例第５号）第14条第２項に規 例（平成６年鳥取県条例第５号）第13条第２項に規

定する県土整備部長又は鳥取県総合事務所設置条例 定する県土整備部長又は鳥取県総合事務所設置条例

（平成15年鳥取県条例第40号）第３条に規定する総 （平成15年鳥取県条例第40号）第３条に規定する総

合事務所長。以下同じ。）が認めるものを除く。） 合事務所長。以下同じ。）が認めるものを除く。）

が行うものとする。 が行うものとする。

(１)及び(２) 略 (１)及び(２) 略

２～４ 略 ２～４ 略

（水産業協同組合検査規則の一部改正）

第19条 水産業協同組合検査規則（昭和27年鳥取県規則第77号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）を当該改正部分に

対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（趣旨） （趣旨）

第１条 水産業協同組合法（昭和23年法律第242号） 第１条 水産業協同組合法（昭和23年法律第242号）

第123条の規定により、水産業協同組合（以下「組 第123条の規定により、水産業協同組合（以下「組

合」という。）に対して知事（鳥取県事務処理権限 合」という。）に対して知事（鳥取県事務処理権限

規則（平成８年鳥取県規則第32号）第６条第１項の 規則（平成８年鳥取県規則第32号）第６条第１項の

規定により知事の権限に属する事務が委任されてい 規定により知事の権限に属する事務が委任されてい

る場合にあっては、当該委任を受けた鳥取県行政組 る場合にあっては、当該委任を受けた鳥取県行政組

織条例（平成６年鳥取県条例第５号）第14条第２項 織条例（平成６年鳥取県条例第５号）第13条第２項

に規定する行政監察監又は鳥取県行政組織規則（昭 に規定する行政監察監又は鳥取県行政組織規則（昭

和39年鳥取県規則第13号）第６条の規定により設置 和39年鳥取県規則第13号）第６条の規定により設置

された公益法人・団体指導課の長。以下同じ。）が された公益法人・団体指導室の長。以下同じ。）が

行う検査（以下「検査」という。）は、法令に定め 行う検査（以下「検査」という。）は、法令に定め

のあるもののほか、この規則の定めるところによ のあるもののほか、この規則の定めるところによ

る。 る。

（農業協同組合検査規則の一部改正）

第20条 農業協同組合検査規則（昭和37年鳥取県規則第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）を当該改正部分に

対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（趣旨） （趣旨）
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第１条 農業協同組合法（昭和22年法律第132号）第 第１条 農業協同組合法（昭和22年法律第132号）第

94条の規定により農業協同組合、農業協同組合連合 94条の規定により農業協同組合、農業協同組合連合

会又は農業協同組合中央会（以下「組合」と総称す 会又は農業協同組合中央会（以下「組合」と総称す

る。）に対して知事（鳥取県事務処理権限規則（平 る。）に対して知事（鳥取県事務処理権限規則（平

成８年鳥取県規則第32号）第６条第１項の規定によ 成８年鳥取県規則第32号）第６条第１項の規定によ

り知事の権限に属する事務が委任されている場合に り知事の権限に属する事務が委任されている場合に

あっては、当該委任を受けた鳥取県行政組織条例 あっては、当該委任を受けた鳥取県行政組織条例

（平成６年鳥取県条例第５号）第14条第２項に規定 （平成６年鳥取県条例第５号）第13条第２項に規定

する行政監察監又は鳥取県行政組織規則（昭和39年 する行政監察監又は鳥取県行政組織規則（昭和39年

鳥取県規則第13号）第６条の規定により設置された 鳥取県規則第13号）第６条の規定により設置された

公益法人・団体指導課の長。以下同じ。）が行う検 公益法人・団体指導室の長。以下同じ。）が行う検

査（以下「検査」という。）は、法令に定めのある 査（以下「検査」という。）は、法令に定めのある

もののほか、この規則の定めるところによる。 もののほか、この規則の定めるところによる。

（森林組合検査規則の一部改正）

第21条 森林組合検査規則（平成８年鳥取県規則第51号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）を当該改正部分に

対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（趣旨） （趣旨）

第１条 森林組合法（昭和53年法律第36号）第111条 第１条 森林組合法（昭和53年法律第36号）第111条

の規定により森林組合及び森林組合連合会（以下 の規定により森林組合及び森林組合連合会（以下

「組合」と総称する。）に対して知事（鳥取県事務 「組合」と総称する。）に対して知事（鳥取県事務

処理権限規則（平成８年鳥取県規則第32号）第６条 処理権限規則（平成８年鳥取県規則第32号）第６条

第１項の規定により知事の権限に属する事務が委任 第１項の規定により知事の権限に属する事務が委任

されている場合にあっては、当該委任を受けた鳥取 されている場合にあっては、当該委任を受けた鳥取

県行政組織条例（平成６年鳥取県条例第５号）第14 県行政組織条例（平成６年鳥取県条例第５号）第13

条第２項に規定する行政監察監又は鳥取県行政組織 条第２項に規定する行政監察監又は鳥取県行政組織

規則（昭和39年鳥取県規則第13号）第６条の規定に 規則（昭和39年鳥取県規則第13号）第６条の規定に

より設置された公益法人・団体指導課の長。以下同 より設置された公益法人・団体指導室の長。以下同

じ。）が行う検査（以下「検査」という。）は、法 じ。）が行う検査（以下「検査」という。）は、法

令に定めるもののほか、この規則の定めるところに 令に定めるもののほか、この規則の定めるところに

よる。 よる。

（鳥取県物品事務取扱規則の一部改正）

第22条 鳥取県物品事務取扱規則（昭和39年鳥取県規則第12号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）を当該改正部分に

対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前
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（物品出納員） （物品出納員）

第５条 知事（鳥取県事務処理権限規則（平成８年鳥 第５条 知事（鳥取県事務処理権限規則（平成８年鳥

取県規則第32号）第６条第１項の規定により知事の 取県規則第32号）第６条第１項の規定により知事の

権限に属する事務が委任されている場合にあって 権限に属する事務が委任されている場合にあって

は、当該委任を受けた鳥取県行政組織条例（平成６ は、当該委任を受けた鳥取県行政組織条例（平成６

年鳥取県条例第５号）第14条第２項に規定する部局 年鳥取県条例第５号）第13条第２項に規定する部局

長等、同条例第２条の規定により設置される部局等 長等、同条例第２条の規定により設置される部局等

を構成する内部組織の長その他の知事の権限に属す を構成する内部組織の長その他の知事の権限に属す

る事務を処理するための組織を構成する機関の長。 る事務を処理するための組織を構成する機関の長。

以下同じ。）は、知事部局（会計管理者会計局及び 以下同じ。）は、知事部局（会計管理者会計局及び

会計管理者庶務集中局を除く。以下この条及び次条 会計管理者庶務集中局を除く。以下この条及び次条

において同じ。）の本庁各課（課に相当するものを において同じ。）の本庁各課（課に相当するものを

含み、総務部行財政改革局職員人材開発センター、 含み、総務部行財政改革局自治研修所、生活環境部

生活環境部衛生環境研究所、生活環境部くらしの安 衛生環境研究所、生活環境部くらしの安心局消費生

心局消費生活センター、農林水産部農業大学校及び 活センター、農林水産部農業大学校及び農林水産部

農林水産部農林総合研究所を除く。以下同じ。）、 農林総合研究所を除く。以下同じ。）、会計管理者

会計管理者会計局、会計管理者庶務集中局、議会事 会計局、会計管理者庶務集中局、議会事務局、教育

務局及び教育委員会事務局の各課等（課に相当する 委員会事務局の各課等（課に相当するものを含み、

ものを含む。以下同じ。）、人事委員会事務局、監 鳥取県教育センター、鳥取県立図書館及び鳥取県立

査委員事務局、労働委員会事務局並びに警察本部の 博物館を除く。以下同じ。）、人事委員会事務局、

会計課に物品出納員を置く。 監査委員事務局、労働委員会事務局及び警察本部の

会計課に物品出納員を置く。

２～４ 略 ２～４ 略

（物品保管主任） （物品保管主任）

第５条の２ 知事は、使用中の物品（会計管理者、出 第５条の２ 知事は、使用中の物品（会計管理者、出

納員、分任出納員又は物品出納員が保管する物品以 納員、分任出納員又は物品出納員が保管する物品以

外の物品をいう。）の保管を行わせるため、知事部 外の物品をいう。）の保管を行わせるため、知事部

局の本庁各課、会計管理者会計局、会計管理者庶務 局の本庁各課、会計管理者会計局、会計管理者庶務

集中局、議会事務局、教育委員会事務局の各課等、 集中局、議会事務局、教育委員会事務局の各課等、

人事委員会事務局、監査委員事務局及び労働委員会 人事委員会事務局、監査委員事務局及び労働委員会

事務局（以下「本庁各課等」という。）、警察本部 事務局（以下「本庁各課等」という。）、警察本部

の各課並びに鳥取県会計規則（昭和39年鳥取県規則 の各課並びに鳥取県会計規則（昭和39年鳥取県規則

第11号）第２条第２号に規定する機関、総務部行財 第11号）第２条第２号に規定する機関、総務部行財

政改革局職員人材開発センター、生活環境部衛生環 政改革局自治研修所、生活環境部衛生環境研究所、

境研究所、生活環境部くらしの安心局消費生活セン 生活環境部くらしの安心局消費生活センター、農林

ター、農林水産部農業大学校及び農林水産部農林総 水産部農業大学校及び農林水産部農林総合研究所並

合研究所並びに鳥取県教育センター、鳥取県立図書 びに鳥取県教育センター、鳥取県立図書館及び鳥取

館及び鳥取県立博物館（以下「機関等」という。） 県立博物館（以下「機関等」という。）に物品保管

に物品保管主任を置く。 主任を置く。

２ 略 ２ 略

（資金前渡者の購入した物品の引継ぎ等） （資金前渡者の購入した物品の引継ぎ等）

第７条 資金の前渡を受けた職員は、その購入した物 第７条 資金の前渡を受けた職員は、その購入した物

品（現地で消費する物品を除く。）を、物品引継書 品（現地で消費する物品を除く。）を、物品引継書
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により知事又は出納機関（鳥取県会計規則附則第２ により知事又は出納機関（鳥取県会計規則附則第２

項から第９項までの規定により出納機関とみなされ 項から第９項までの規定により出納機関とみなされ

る総務部行財政改革局職員人材開発センター、生活 る総務部行財政改革局自治研修所、生活環境部衛生

環境部衛生環境研究所、生活環境部くらしの安心局 環境研究所、生活環境部くらしの安心局消費生活セ

消費生活センター、農林水産部農業大学校及び農林 ンター、農林水産部農業大学校及び農林水産部農林

水産部農林総合研究所並びに鳥取県教育センター、 総合研究所並びに鳥取県教育センター、鳥取県立図

鳥取県立図書館及び鳥取県立博物館を含む。以下同 書館及び鳥取県立博物館を含む。以下同じ。）の長

じ。）の長に引き継がなければならない。ただし、 に引き継がなければならない。ただし、催物等に使

催物等に使用した物品の残余については、近くの機 用した物品の残余については、近くの機関等の長に

関等の長に引き継ぐことができる。 引き継ぐことができる。

２及び３ 略 ２及び３ 略

附 則

この規則は、平成22年４月１日から施行する。

平成22年３月31日 水曜日 鳥 取 県 公 報 号外第37号


